
安全保障（関係施策群：1,2,3）

１．第54回参与会議での参与指摘事項
・東南アジアから我が国に至るシーレーンの安全は確保できているか
・頻発・激甚化する災害対応と安全保障に関する問題に同時対応できる体制が整っているか
・海警の大型化など現下の状況に対して、各方針や中期計画等に則った装備増強は十分なものとなっているか

２．第３期海洋基本計画の主な記載
・防衛計画の大綱及び中期防衛力整備計画に基づく防衛力の整備
・「海上保安体制強化に関する方針」に基づく海上法執行能力の強化
・シーレーン沿岸国に対する能力構築支援等、海洋における規律強化

４．現工程表での対応状況（裏面参照）
・「中期防衛力整備計画（平成31年度～平成35年度）」に基づき防衛力を整備
・「海上保安体制強化に関する方針（平成28年度～）」に基づき海上法執行能力を強化
・シーレーン沿岸国等への海上保安能力向上支援（人材育成、巡視船艇・機材などの供与等）

５．上記１．の指摘に対する回答
・防衛計画の大綱にもあるとおり、共同訓練・演習や部隊間交流等を推進、関係国と協力した海賊への対応や海洋
状況把握の能力強化に係る協力等の防衛力整備を着実に進めるとともに、関係省庁との連携強化に努めるなど、
平素から万全の態勢をとっていく。
・「海上保安体制強化に関する方針」については、刻刻と変化する情勢に機動的に対応するため、毎年関係閣僚会
議を開催し、整備内容や優先順位を精査、決定。今後も必要な体制を適時検討のうえ整備を進めていく。

３．第３期海洋基本計画策定時以降の主な状況変化
・近隣国の海洋進出活発化
・自然災害の頻発・激甚化
・尖閣諸島周辺海域における中国公船の行動活発化・大型化
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現行の工程表（該当部分）
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気候変動（カーボンニュートラル）（関係施策群：5,9～11,18）

１．第54回参与会議での参与指摘事項
・2050年カーボンニュートラルの宣言やグリーン成長戦略の策定を受けた対応を進めるべき。
・CCSについて、民間参入がしやすいような規制緩和を進めるべき。
・「仙台防災枠組」は世界各地で防災の目標となって推進されているため、参与会議でも取り上げていただきたい。

２．第３期海洋基本計画の主な記載
・一般海域における海洋再生可能エネルギー発電設備の整備に係る海域の利用の促進
・コストの低減に向けたCO2分離・回収技術の開発（分離・回収エネルギーの低減）及び貯留技術の研究開発
・「海洋からの自然災害への対応」として、大規模自然災害へ適切な対応が可能な体制の整備等

４．現工程表での対応状況（裏面参照）
・再エネ海域利用法に基づく、一般海域における海洋再生可能エネルギー発電設備の整備に係る海域の利用の促
進、次世代浮体式洋上風力発電システム実証研究等の取組の継続
・安全な貯留技術の研究開発事業、弾性波探査、貯留層総合評価
・「気候変動を踏まえた海岸保全のあり方検討委員会」等での検討

５．上記１．の指摘に対する回答
・2050年カーボンニュートラルの宣言やグリーン成長戦略の策定を受けた対応については、工程表に、カーボン
ニュートラルに向けた取組（洋上風力、船舶、港湾関係）を進めていく旨を追記
・CCS実証試験での先進的取組結果を踏まえ関係省庁連携での慎重な検討を令和3年度から始める予定。また、
CO2分離回収技術の検討、許可申請に係る監視計画の緩和措置（令和3年度以降の許可申請審査を含む）を進める。
・「気候変動を踏まえた海岸保全のあり方検討委員会」の提言等を踏まえ、海岸保全基本方針の変更をはじめ、気
候変動適応策を推進

３．第３期海洋基本計画策定時以降の主な状況変化
・海洋再生可能エネルギー発電設備の整備に係る海域の利用の促進に関する法律（再エネ海域利用法）の施行
・2050年カーボンニュートラルの宣言及びグリーン成長戦略の策定
・近年の台風による沿岸域での被害の激甚化
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現行の工程表（該当部分）
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MDA（関係施策群：27,28,29）

１．第54回参与会議での参与指摘事項
・第3期海洋基本計画が重点施策としたMDAに関わる施策群の進捗状況はどうか。
・「船舶動静情報を集約・共有するプラットフォームの構築」を含む令和元年度MDA PTの進捗状況はどうか。

２．第３期海洋基本計画の主な記載
（１）情報収集能力の向上 （２）情報の集約・共有 （３）国際連携・国際協力

３．第３期海洋基本計画策定時以降の主な状況変化
・近隣国の海洋進出活発化 ・尖閣諸島周辺海域における中国公船の行動活発化・大型化

４．現工程表での対応状況
（１）情報収集能力の向上 ： 「海上保安体制強化に関する方針」に基づく海洋監視能力等の強化、情報収集衛星

（光学7号機）の打上げ、先進光学衛星（ALOS-3）・先進レーダ衛星（ALOS-4）の開発 等
（２）情報の集約・共有 ： 「船舶動静情報を集約・共有するプラットフォーム」について、「海洋状況表示システム（海

しる）」をデータ共有のツールとして活用していくこととし、政府部内用「海しる」に船舶動静情報の一部掲載を開
始。また、ReCAAP ISCから提供された「海賊・武装強盗」情報の掲載も開始した。さらに、情報収集衛星で収集し
た画像に所要の加工処理を行った画像やJAXAの各種衛星観測データの「海しる」への掲載 等

（３）国際連携・国際協力 ： 外国MDA関連機関との連絡調整を担う窓口を総合海洋政策推進事務局に設置する方
向で、今後細部を関係省庁と検討 等

５．上記１．の指摘に対する回答
・「４．」の記載のとおり、（１）情報収集能力の向上、（２）情報の集約・共有、（３）国際連携・国際協力について、
「我が国における海洋状況把握（MDA)の能力強化に向けた今後の取組方針」（平成30年総合海洋政策本部）に
基づき、MDAに関わる施策を推進

・特にMDAPTの提言に対しては、「４．」（２）（３）の記載のとおり、「海しる」をデータ共有のツールとして活用してい
くこととした情報集約・共有プラットフォームの構築及び外国MDA関連機関との連携強化等についての検討を重
点的に実施
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現行の工程表（該当部分）
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エネルギー・安全保障（関係施策群：6）

１．第54回参与会議での参与指摘事項
・砂層型メタンハイドレートについて、過去2回の海洋産出試験があったが、現在はアラスカでの長期陸上産出試
験に日本が出資することになっている。しっかりと海洋産出試験を実施することを目標として掲げて進めてほしい。

２．第３期海洋基本計画の主な記載
・これまでの研究成果の評価、長期間の安定生産を実現するための生産技術の確立、経済性を担保するための資
源量の把握、商業化を睨んだ複数坑井での生産システムの開発等の推進

４．現工程表での対応状況（裏面参照）
・第2回海洋産出試験等の研究成果を踏まえた総合的な検証に基づき、技術解決策を検討（生産技術の開発、海
洋産出試験の実施場所の特定に向けた海洋調査、環境影響評価等）

５．上記１．の指摘に対する回答
・平成29年に実施した第2回海洋産出試験では、3週間程度の連続生産を達成したものの、生産量が想定とは異な
り、安定して増加しないなど、新たな課題も生じた。そのため、長期生産挙動のデータを得るために、比較的単純な
条件の下で、低コストに実現できる陸上での長期産出試験を日米共同でアラスカにて令和3年度より実施する予定
・また、次期海洋産出試験の実施場所に向けた候補地の抽出のための海洋調査を行っており、三次元地震探査の
解析結果を踏まえて、有望濃集帯の候補から対象を選定し、より詳細な地質データを取得するため、簡易生産試験
を含む試掘作業に取り組む予定
・以上を踏まえ、令和4年度末には長期陸上産出試験、簡易生産実験を含む試掘、研究開発の進捗状況を検証し、
次回海洋産出試験の実施等について検討を行う予定

３．第３期海洋基本計画策定時以降の主な状況変化
・「海洋エネルギー・鉱物資源開発計画」の改定等を踏まえ、令和4年度までの詳細な研究計画を示した実行計画を
策定
・令和3年度に、米国アラスカ州における長期陸上産出試験を計画
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現行の工程表（該当部分）
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人材育成（関係施策群：41,42,43）
１．第54回参与会議での参与指摘事項
・大学・省庁・民間と色々な主体が人材育成を行っているが、バラバラ感があるのではないか
・技術の進展を踏まえ、セクター毎での人材育成だけではなく、海洋全体で考えていく必要があるのではないか
・業界からの指摘も踏まえ、船員教育は、より効果的・合理的で、質の高い教育に変えていく必要があるのではな
いか
・裾野を広げる活動として、海洋少年団への支援も必要ではないか

２．第３期海洋基本計画の主な記載
・海洋立国を支える専門人材の育成と確保
・子どもや若者に対する海洋に関する教育の推進
・海洋に関する国民の理解の増進

４．現工程表での対応状況（裏面参照）
・各分野に応じて専門人材を育成・確保
・海洋教育に関する取組を整理
・海の日イベントや海洋関係機関の活動等を通じ、海洋に関する国民の理解を増進するための取組を実施

５．上記１．の指摘に対する回答
・工程表に基づき、来年度以降、海洋教育の推進に関する関係省庁等の連携を強化
・船員教育については、産業競争力PTにおける時代に即した外航日本人海技者教育の将来像に関する検討も踏
まえて、関係者間で具体的な取組について検討していく。
・ポストコロナ時代も見据え、オンライン広報の取組強化を含め、さらに国民の海洋に関する理解の浸透を目指す
旨、工程表に追記

３．第３期海洋基本計画策定時以降の主な状況変化
・特になし
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